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週刊マーケットレター（2019 年４月 15 日週号、No.670） 

                            2019 年４月 14日 

                          曽我 純 
 
■主要マーケット指標 

就職の前に保育と介護の体験を 
４月 12 日発表の人口推計（総務省、2018 年 10 月１日現在）によれば、日本の総人口は

１億 2,644 万人、前年比-0.21%、日本人人口は１億 2,421 万人、同-0.35%である。いずれも

８年連続減であり、しかも減少率は拡大している。出生減と死亡増により、日本人人口は前

年よりも 42.4 万人も減少しており、５年前よりも 20 万人ほど減少幅は拡大しているが、

外人の流入増で総人口は 26.3万人減に留まっている。65 歳以上は総人口の 28.1%に上昇す

る半面、15 歳未満は 12.2%へと低下し続けている。2015 年以降、75 歳以上が 15 歳未満を上

為替レート ４月 12 日（前週末） １ヵ月前 2018 年末 

  円ドル 112.02(111.73) 111.35 109.56 

 ドルユーロ 1.1300(1.1214) 1.1286 1.1469 

 ドルポンド 1.3081(1.3036) 1.3073 1.2757 

 スイスフランドル 1.0022(0.9998) 1.0077 0.9814 

短期金利（３ヵ月） 

 日本 -0.06250(-0.06133) -0.07450 -0.07267 

 米国 2.60100(2.59213)  2.59325 2.80763 

 ユーロ -0.36043(-0.35886) -0.33143 -0.35571 

 スイス -0.71660(-0.71460) -0.71360 -0.71340 

長期金利（10 年債） 

 日本   -0.045(-0.035) -0.035 -0.010 

 米国      2.56(2.49) 2.60 2.68 

 英国      1.21(1.11) 1.16 1.27 

 ドイツ  0.05(0.00) 0.05 0.24 

株 式 

 日経平均株価 21870.56(21807.50)  21503.69 20014.77 

 TOPIX 1605.40(1625.75)   1605.48  1494.09 

 NY ダウ 26412.30(26424.99)  25554.66 23327.46 

 S&P500 2902.41(2892.74)   2791.52  2506.85 

  ナスダック 7984.16(7938.69)   7591.03  6635.27 

 FTSE100（英） 7437.06(7446.87)   7151.15     6728.13 

 DAX（独） 11999.93(12009.75)  11524.17 10558.96 

商品市況（先物） 

 CRB 指数 188.36(187.68) 181.30 169.80 

 原油（WTI、ﾄﾞﾙ/ﾊﾞﾚﾙ） 63.89(63.08) 56.87 45.41 

 金（ﾄﾞﾙ/ﾄﾛｲｵﾝｽ） 1295.2(1295.6) 1298.1 1281.3 
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回っており、人口構成はますます歪になっている。 

15 歳未満の人口が減少し続けていることは、出生数が減少していることでもある。2018

年の出生数は 94.4 万人と３年連続減、10年前の 2008 年比では 16.4 万人減である。これだ

け人口減と少子高齢化がやかましく言われているにもかかわらず、出生減に歯止めはかか

らない。第２次安倍政権が発足してから６年以上経過するが、その間、出生数は 10.3 万人

減少した。その前の６年間の 4.4 万人減の２倍以上の減少だ。 

過去６年間、保育園の待機児童をゼロにすることもできなかった。特定機密保護法や安保

法案などはごり押して法案を成立させ、思いを果たす。だが、日本の抱えている最重要問題

である人口減、出生数の減少については本格的に取り組んでいるとはとうていいえない。 

都道府県別人口増減率をみると東京ほか６県が人口増だが、増加率トップの東京も自然

減であり、増加したのは外人の流入超による社会増が大きかったからだ。自然増は沖縄県だ

けで、後はすべて自然減なのである。 

2017 年の合計特殊出生率は 1.43 と２年連続で低下しているが、都道府県別では東京が

1.21 と最低だ。それだけ東京で子育てをすることが大変であることを裏付けている。子育

てを支援するためにはさまざまな取り組みが必要だが、まずは保育園に入れることは必須

である。預けることができなければ働くことができず、退社を余儀なくされる。  

2018 年の待機児童数は 19,895 人、前年より 6,186 人減少した。2012 年比では 4,930 人

減であり、６年前比の減少数が少ない。雇用拡大による女性就業率の上昇が過去６年で保育

利用率を 10ポイント引き上げた。保育所利用の増加が保育所拡大を上回り、待機児童を大

幅に減らすことができなかった。 

厚生労働省の官僚の予測が甘かったのである。年金問題から最近の統計まで数々の不正

をしでかした役所であれば、予測が外れるのはやむを得ない。信頼するには当たらない役所

なのである。 

特に、東京の待機児童は 5,414 人と全国の 27.2%を占めている。これでは全国最低の合計

特殊出生率を引き上げることはできまい。仕事と子育ての両立は保育所を確保してはじめ

て成り立つが、これだけでも子育ては成り立たない。多くは核家族、ないしは 1 人親での子

育てだから、企業の支援が欠かせない。勤務時間、休暇等子育てができる労働環境を整える

必要がある。特に男の育児休暇を法律で義務づけるべきだ。「働き方改革」法案が成立した

が、残業時間を繁忙期月 100時間未満、有給休暇の５日取得などこれでは働き方改革とはと

てもいえたものではない。子育て休暇制度、残業時間は最大月 20～30 時間、有給休暇の完

全消化といったことが最低限の労働条件だ。男女同一賃金を義務付け、子育て中の残業は免

除されることも法律できめなければならない。 

子育ては１人では無理だ。ノイローゼになってしまう。１人目はまだしも、２人、３人と

なれば気が遠くなってしまうのではないか。初産年齢が 30 歳を超えていることも、多産を

難しくしている。体力的にピークを越えているため、子育てがより厳しくなる。 

子育てと老人介護は途轍もなく人手が必要である。それらの場所の確保も大変だが、人手
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を集めるのもまた困難を極める。そこで、高校や大学を卒業して就職する前に２年間、必ず

保育園と介護施設で１年ずつ就労しなければならないという制度を作ってはどうだろうか。

実際に、現場に入れば、保育や介護がいかに大変な仕事かがわかる。そこでの日々の目の回

るような体験は長い人生できっと役立つだろう。役所に入るひとも、企業に就職するひとも

すべてを対象にし、現場を十分に体験してもらう。若者もいずれ子育てし、老人になってい

くのだから、このふたつの仕事は他に代えがたい経験になるだろう。 


